
本書の特長

����������

����������

����������

体裁 A5判/408頁
定価 4,950円 (本体 :4,500円＋税10％)

中小企業の税務調査対策
を勘定科目別に整理し、
チェックリストとともに
実務のポイントをわかり
やすく解説

中小企業の主要勘定科目
を対象に、計上基準や特
殊な会計処理を仕訳例・
計算式とともに掲載

関係書類・根拠法令
を明示したチェック
リストで、税務調査
対応を強力サポート ������

第2部　勘定科目別　税務調査のポイント

1分で分かる要約（チェックポイント3つ）

□ 　消費税の調査は「帳簿と請求書（適格請求書）の整合性」が核心である。調査
では、申告書→課税売上集計→総勘定元帳→通帳・請求書の順に突合し、課税
区分・税率・計上時期のズレを洗い出す。近年は適格請求書制度（インボイス
制度）の導入により、仕入れ税額控除の要件が管理実務の精度に直結するよう
になっており、調査現場でも登録番号の管理体制等の確認が増加している。

□ 　売上側は、課税・非課税・免税・対象外の判定、税率（8％・10％）の誤り、
会計及び法人税法上の売上との突合（税目横断）が主要論点となる。仕入側は、
仕入れ税額控除の要件（帳簿＋適格請求書等の保存、登録番号の管理）と、免税
事業者等からの仕入れに係る経過措置（80％・50％）及び少額特例（税込1万
円未満）の適用可否が焦点となる。

□ 　対応の基本は、課税区分判定表・課税売上と仕入の突合表・適格請求書管理
（登録番号・保存状況）を事前に整備し、調査当日は数値の整合性と根拠証憑で
説明することである。消費税は計算ロジックが複雑なため、説明資料の有無が
調査結果に影響を与える。

第30節
消費税

・ 修正が生じた場合の影響（法人税、源泉所得税、加算税、延滞税）

・ 消費税申告書一式（付表、計算明細）、課税売上集計表、課税仕入集計表
・ 総勘定元帳、補助簿（売上台帳、仕入台帳、経費明細）、レジデータ、売上日報
・ 請求書・領収書・納品書等（適格請求書、区分記載請求書）、登録番号管理表
・ 通帳、入出金明細、入金消込表、カード明細
・ 課税区分判定表（非課税・対象外の根拠）、契約書（賃貸借・金融・保険等）
・ 控除計算資料（課税売上割合算定表、用途区分表、個別対応方式の区分根拠）

〈課税対象・非課税・課税時期〉
・ 消費税法第２条第１項第８号（課税資産の譲渡等の定義）
・ 消費税法第４条（課税の対象）
・ 消費税法第６条（非課税）
・ 消費税法別表第一（非課税取引の範囲）
・ 消費税法第17条（課税資産の譲渡等の時期の特例）
・ 消費税基本通達５－２－５（損害賠償金等の対価性の判断）
〈税率〉
・ 消費税法第29条（税率）
・ 消費税法附則第８条（軽減税率の適用対象：食品・新聞）
〈仕入れ税額控除・適格請求書等保存方式〉
・ 消費税法第30条（仕入れに係る消費税額の控除）
・ 消費税法第30条第７項・第８項（帳簿及び請求書等の保存）
・ 消費税法第57条の４（適格請求書発行事業者の義務等）
・ 消費税法第57条の６（仕入れ税額控除に係る適格請求書等の保存）
・ 消費税法附則第53条の２（免税事業者等からの仕入れに係る経過措置：
80％・50％控除）
・ 消費税法附則第53条の３（少額特例：税込１万円未満の課税仕入れに係る
帳簿保存特例）
・ 国税庁タックスアンサーNo.6496（帳簿・請求書等の保存による仕入れ税
額控除）
・ 国税庁タックスアンサーNo.6497（仕入れ税額控除のために保存する帳
簿・請求書等）

〈課税売上割合・控除計算〉
・ 消費税法第30条第２項（個別対応方式・一括比例配分方式）
・ 消費税法第30条第６項（課税売上割合の算定）
〈簡易課税・２割特例〉
・ 消費税法第37条（中小事業者の仕入れに係る消費税額の控除の特例：簡易
課税）
・ 消費税法附則第51条の２（適格請求書等保存方式開始に伴う２割特例）
〈質問検査権・加算税〉
・ 国税通則法第74条の２（当該職員の質問検査権）
・ 国税通則法第65条（過少申告加算税）
・ 国税通則法第68条（重加算税）

・ 消費税は「区分」と「証憑」で決まる。課税区分判定表と適格請求書管理（登
録番号・保存状況）を事前に整備し、調査官の確認手順（申告書→集計→
証憑）に合わせて提示できる状態にしておく。
・ 売上は法人税の売上（勘定科目）と突合される。差異（非課税・対象外・輸
出免税等）を説明できる突合表を事前に作成する。差異自体は問題ではな
いが、説明できない差異は推計課税の端緒となり得る。
・ 免税事業者等からの仕入れは、一定期間、仕入税額相当額の80％（令和５
年10月１日～令和８年９月30日）・50％（令和８年10月１日～令和11年９
月30日）を控除できる経過措置がある。帳簿への「80％控除対象」等の記載
が実務上の要点となる。
・ 一定規模以下の事業者は、令和５年10月１日～令和11年９月30日の間、税
込１万円未満の課税仕入れについて帳簿保存のみで控除できる（少額特
例）。適用要件と判定単位（取引単位であり商品単位ではない）に留意する。
・ 簡易課税・２割特例は計算が簡便だが、適用要件・適用期間がある。調査
では適用の正当性（届出・要件充足）が確認されるため、届出書の控え・

調査対象資料

当該項目に関する
法令、通達根拠

調査のポイント

・ 消費税申告書（一般課税・簡易課税・２割特例の適用）と還付申告の有無
・ 課税売上高・課税売上割合（非課税売上の有無、控除計算方式）
・ 税率区分（10％・８％軽減・経過措置）と売上・仕入の内訳
・ 仕入れ税額控除の要件（帳簿＋請求書等保存、適格請求書、登録番号の管理）
・ 免税事業者等からの仕入れに係る経過措置（80％・50％控除）、少額特例
（１万円未満）
・ 個人使用・私的混入（代表者勘定、交際費、福利厚生等）に係る仕入控除の
可否

・ 課税・非課税・免税・対象外の区分判定（対価性、金融取引、不動産賃貸等）
・ 課税時期（資産の譲渡等の時期）と計上時期（期ズレ）
・ 税率判定（軽減税率の適用可否、混在取引の処理）
・ 売上集計の整合性（法人税売上・勘定科目別売上との突合、差異理由）
・ 仕入れ税額控除（適格請求書の保存、記載事項、登録番号、電子保存）
・ 免税事業者等からの仕入れ：経過措置の適用要件（帳簿記載、請求書保存、
控除割合）

・ 控除計算（個別対応方式・一括比例配分・簡易課税）と区分管理

調査対象

調査項目 ������
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登録通知・適用期間の管理を整備しておく。
・ 私的支出の混入は、仕入れ税額控除の要件を満たさないとして控除が認め
られない結果に直結する。代表者勘定・交際費・福利厚生の証憑整備は、
消費税の観点からも重要である。

仮受消費税等、仮払消費税等、売上高、仕入高、外注費、交際費、福利厚生費、
租税公課、雑収入（対象外収入）、固定資産売却益

関連科目

【詳細解説】
　消費税の税務調査は、法人税以上に「証憑（請求書・領収書）」に依存する。調査では、
法人税担当と別に消費税のみを担当する調査官が臨場するケースも非常に多い。その
ため、申告書の税額計算が正しいかを確認するだけでなく、その前提となる区分が正
しいか、そして区分を裏付ける証憑が保存されているかを検証する。近年は適格請求
書制度の導入により、仕入れ税額控除の要件がより管理実務寄りになり、調査現場で
も適格請求書管理体制等の確認が増加している。

⑴　調査官の確認手順：申告書から逆算する
　調査では、申告書の計算明細（課税売上・課税仕入の集計）を確認し、総勘定元帳・
補助簿の集計と突合し、通帳・レジ・請求書・カード明細など外部資料で裏付ける。
還付申告（仕入超過）や税率の混在がある場合は、検討の優先度が高まり、取引のサン
プル数も増加する傾向がある。

⑵　売上側の主要論点：区分と税率
　売上では、課税・非課税・免税・対象外の判定が最重要である。名称ではなく実態
で判定するため、契約条項や取引スキームの説明が必要になる。税率は８％（軽減）
と10％が混在する業種で誤りが起きやすく、レジ設定・請求書の記載・売上集計が整
合しているかが確認される。

⑶　税目横断：法人税売上との突合
　調査では、法人税の売上高（損益計算書）と、消費税の課税売上高を突合し、差異が
ある場合は理由を求める。差異の典型は、非課税売上（家賃・利息等）、対象外収入（保
険金・補助金・違約金等）、輸出免税、固定資産売却、返品・値引き等である。差異は
問題ではないが、説明できない差異は推計課税の素材になり得るため、突合表を事前
に作成しておく。

⑷　仕入側の主要論点：仕入れ税額控除の要件
　仕入れ税額控除の基本は「帳簿＋請求書等保存」であり（消費税法第30条第７項・
第８項）、適格請求書制度下では原則として適格請求書（登録番号等の記載）等が必要
となる。管理実務としては、受領時点で登録番号の有無をチェックし、登録番号を管
理表で管理し、電子保存・スキャン保存の要件に沿って保存するという運用が重要で
ある。

⑸　免税事業者等からの仕入れ：経過措置（80％・50％）
　適格請求書発行事業者以外（免税事業者等）からの課税仕入れは原則として仕入れ
税額控除ができないが、制度開始後の一定期間は仕入税額相当額の一定割合を控除で
きる経過措置が設けられている（消費税法附則第53条の２）。期間と割合は、令和５年
10月１日～令和８年９月30日が80％、令和８年10月１日～令和11年９月30日が50％で
ある。実務上のポイントは、帳簿に「80％控除対象」等の記載を残し、経過措置の対象
取引であることを明確にすることである。

⑹　少額特例（１万円未満）：帳簿保存のみで控除できる例外
　一定規模以下の事業者については、令和５年10月１日～令和11年９月30日の間、税
込１万円未満の課税仕入れであれば、適格請求書の保存がなくても帳簿の保存のみで
仕入れ税額控除を受けられる（消費税法附則第53条の３）。判定単位は取引単位であり、
商品単位での判定ではない点に留意が必要である。

⑺　２割特例・簡易課税：適用要件の確認
　適格請求書制度を契機に課税事業者となる小規模事業者向けに、一定期間、納付税
額を簡便に計算できる２割特例が設けられている（消費税法附則第51条の２）。簡便な
制度ほど、適用要件（期間、対象者、届出）を満たしているかが調査で確認されるため、
届出書控え、登録通知、適用期間の管理が重要となる。

⑻　調査対応の実務：説明資料の3点セット
　消費税調査を短期化する鍵は、課税売上の突合表（法人税売上との差異理由）、課税
仕入の適格請求書管理表（登録番号・区分・保存状況）、控除計算の根拠資料（用途区
分表・課税売上割合算定表）を用意することにある。調査官の確認動線（申告書→集
計→証憑）に合わせて提示できると、追加質問が減少しやすい。

【判例・裁決例】
◯損害賠償金・違約金・協力金の名称ではなく対価性の実質に基づく消費税の課否判定
　消費税の課否判定は取引の名称ではなく対価性の実質により決まる。国税不服審判
所平成12年12月22日裁決（裁決事例集No.60・405頁）は、損害賠償金や補償金は一般
的に対価性がなく不課税とされるが、実質が売買代金や貸付料等であれば課税対象と
なり得る旨を明示した裁決であり、実質判断の枠組みを示す基本素材として位置付け
られる。また、国税不服審判所平成21年５月22日裁決（裁決事例集No.77・482頁）は、
受領金員が契約に基づく役務提供の対価と認められるとして消費税の課税対象とされ
た事例であり、名称が協力金・補償金であっても実質が役務の対価であれば課税され
ることを明示している。一方、国税不服審判所平成30年６月15日裁決（裁決事例集
No.111）は、中途解約に伴い受領した金銭が残存期間の賃料ではなく賃料相当額の違
約金（損害賠償金）である旨を認定し、消費税の課否についても対価性の観点から審
理した事例である。さらに、国税不服審判所平成16年４月26日裁決（裁決事例集
No.67・135頁）は、建設協力金の没収条項等を含む契約条項と実態から課税関係を判

������

第2部　勘定科目別　税務調査のポイント

1分で分かる要約（チェックポイント3つ）

□ 　消費税の調査は「帳簿と請求書（適格請求書）の整合性」が核心である。調査
では、申告書→課税売上集計→総勘定元帳→通帳・請求書の順に突合し、課税
区分・税率・計上時期のズレを洗い出す。近年は適格請求書制度（インボイス
制度）の導入により、仕入れ税額控除の要件が管理実務の精度に直結するよう
になっており、調査現場でも登録番号の管理体制等の確認が増加している。

□ 　売上側は、課税・非課税・免税・対象外の判定、税率（8％・10％）の誤り、
会計及び法人税法上の売上との突合（税目横断）が主要論点となる。仕入側は、
仕入れ税額控除の要件（帳簿＋適格請求書等の保存、登録番号の管理）と、免税
事業者等からの仕入れに係る経過措置（80％・50％）及び少額特例（税込1万
円未満）の適用可否が焦点となる。

□ 　対応の基本は、課税区分判定表・課税売上と仕入の突合表・適格請求書管理
（登録番号・保存状況）を事前に整備し、調査当日は数値の整合性と根拠証憑で
説明することである。消費税は計算ロジックが複雑なため、説明資料の有無が
調査結果に影響を与える。

第30節
消費税

・ 修正が生じた場合の影響（法人税、源泉所得税、加算税、延滞税）

・ 消費税申告書一式（付表、計算明細）、課税売上集計表、課税仕入集計表
・ 総勘定元帳、補助簿（売上台帳、仕入台帳、経費明細）、レジデータ、売上日報
・ 請求書・領収書・納品書等（適格請求書、区分記載請求書）、登録番号管理表
・ 通帳、入出金明細、入金消込表、カード明細
・ 課税区分判定表（非課税・対象外の根拠）、契約書（賃貸借・金融・保険等）
・ 控除計算資料（課税売上割合算定表、用途区分表、個別対応方式の区分根拠）

〈課税対象・非課税・課税時期〉
・ 消費税法第２条第１項第８号（課税資産の譲渡等の定義）
・ 消費税法第４条（課税の対象）
・ 消費税法第６条（非課税）
・ 消費税法別表第一（非課税取引の範囲）
・ 消費税法第17条（課税資産の譲渡等の時期の特例）
・ 消費税基本通達５－２－５（損害賠償金等の対価性の判断）
〈税率〉
・ 消費税法第29条（税率）
・ 消費税法附則第８条（軽減税率の適用対象：食品・新聞）
〈仕入れ税額控除・適格請求書等保存方式〉
・ 消費税法第30条（仕入れに係る消費税額の控除）
・ 消費税法第30条第７項・第８項（帳簿及び請求書等の保存）
・ 消費税法第57条の４（適格請求書発行事業者の義務等）
・ 消費税法第57条の６（仕入れ税額控除に係る適格請求書等の保存）
・ 消費税法附則第53条の２（免税事業者等からの仕入れに係る経過措置：
80％・50％控除）

・ 消費税法附則第53条の３（少額特例：税込１万円未満の課税仕入れに係る
帳簿保存特例）

・ 国税庁タックスアンサーNo.6496（帳簿・請求書等の保存による仕入れ税
額控除）

・ 国税庁タックスアンサーNo.6497（仕入れ税額控除のために保存する帳
簿・請求書等）

〈課税売上割合・控除計算〉
・ 消費税法第30条第２項（個別対応方式・一括比例配分方式）
・ 消費税法第30条第６項（課税売上割合の算定）
〈簡易課税・２割特例〉
・ 消費税法第37条（中小事業者の仕入れに係る消費税額の控除の特例：簡易
課税）

・ 消費税法附則第51条の２（適格請求書等保存方式開始に伴う２割特例）
〈質問検査権・加算税〉
・ 国税通則法第74条の２（当該職員の質問検査権）
・ 国税通則法第65条（過少申告加算税）
・ 国税通則法第68条（重加算税）

・ 消費税は「区分」と「証憑」で決まる。課税区分判定表と適格請求書管理（登
録番号・保存状況）を事前に整備し、調査官の確認手順（申告書→集計→
証憑）に合わせて提示できる状態にしておく。

・ 売上は法人税の売上（勘定科目）と突合される。差異（非課税・対象外・輸
出免税等）を説明できる突合表を事前に作成する。差異自体は問題ではな
いが、説明できない差異は推計課税の端緒となり得る。

・ 免税事業者等からの仕入れは、一定期間、仕入税額相当額の80％（令和５
年10月１日～令和８年９月30日）・50％（令和８年10月１日～令和11年９
月30日）を控除できる経過措置がある。帳簿への「80％控除対象」等の記載
が実務上の要点となる。

・ 一定規模以下の事業者は、令和５年10月１日～令和11年９月30日の間、税
込１万円未満の課税仕入れについて帳簿保存のみで控除できる（少額特
例）。適用要件と判定単位（取引単位であり商品単位ではない）に留意する。

・ 簡易課税・２割特例は計算が簡便だが、適用要件・適用期間がある。調査
では適用の正当性（届出・要件充足）が確認されるため、届出書の控え・

調査対象資料

当該項目に関する
法令、通達根拠

調査のポイント

・ 消費税申告書（一般課税・簡易課税・２割特例の適用）と還付申告の有無
・ 課税売上高・課税売上割合（非課税売上の有無、控除計算方式）
・ 税率区分（10％・８％軽減・経過措置）と売上・仕入の内訳
・ 仕入れ税額控除の要件（帳簿＋請求書等保存、適格請求書、登録番号の管理）
・ 免税事業者等からの仕入れに係る経過措置（80％・50％控除）、少額特例
（１万円未満）
・ 個人使用・私的混入（代表者勘定、交際費、福利厚生等）に係る仕入控除の
可否

・ 課税・非課税・免税・対象外の区分判定（対価性、金融取引、不動産賃貸等）
・ 課税時期（資産の譲渡等の時期）と計上時期（期ズレ）
・ 税率判定（軽減税率の適用可否、混在取引の処理）
・ 売上集計の整合性（法人税売上・勘定科目別売上との突合、差異理由）
・ 仕入れ税額控除（適格請求書の保存、記載事項、登録番号、電子保存）
・ 免税事業者等からの仕入れ：経過措置の適用要件（帳簿記載、請求書保存、
控除割合）
・ 控除計算（個別対応方式・一括比例配分・簡易課税）と区分管理

調査対象

調査項目

佐藤 敏郎 | 著

～当局の着目点を勘定科目別に解説～

税務調査
対応マニュアル

チェックリストでつかむ！

税務調査官の着眼点 と
が勘定科目別にわかる、対応ノウハウ

チェックリスト付き実務ガイド

東京都港区南青山2 11 17 8560
https://www.daiichihoki.co.jp

Tel . 0120 203 694
Fax. 0120 302 640

〒107 　



定価4,950円（本体4,500円＋税10％）チェックリストでつかむ！税務調査対応マニュアル
～当局の着目点を勘定科目別に解説～　 [099275] 
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第一法規株式会社
　  FAX.0120 302 640

書店印

この申込書は、ハガキに貼るか、

ください。

  

このままFAXで下記宛お送り

キ　リ　ト　リ　線

□公用
□私用

　　　　　 　―　　　　　　　 ―　 　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

事務所名

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを    で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、
弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
ては、お問合せフォーム かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120 203 696　　FAX.0120 202 974

お客様の個人情報の
取扱いについて

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
3万円以下の場合、440円（税込）
10万円以下の場合、660円（税込）

(https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php)

部
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